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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感光体と、
　前記感光体に静電潜像を形成するために、画像データに基づいて前記感光体を露光する
露光手段と、
　トナーを含む現像剤を帯電させるために回転する回転部材を備えるとともに、前記現像
剤を用いて前記感光体上の前記静電潜像を現像する現像手段と、
　前記現像手段内のトナー濃度を検知する検知手段と、
　前記現像手段にトナーを補給する補給手段と、
　(i)前記回転部材の回転時間、(ii)前記検知手段の検知結果、(iii)前記トナーの消費量
、及び（iv）前記回転部材が回転を停止していた停止時間に基づいて、前記現像手段内の
前記トナーの帯電量の変化量が所定範囲に制限されるように前記補給手段を制御する制御
手段と、を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記変化量は、前記帯電量の増加量と減少量との和に対応し、
　前記制御手段は、（i）前記回転部材の前記回転時間、（ii）前記検知手段の前記検知
結果、及び（iii）前記トナーの前記消費量に基づいて前記帯電量の前記増加量を決定し
、
　前記制御手段は、（iv）前記停止時間に基づいて前記帯電量の前記減少量を決定するこ
とを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
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【請求項３】
　前記検知手段は、前記現像剤中の前記トナー濃度を検知するために、前記現像剤の透磁
率を検知するセンサを含むことを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記画像データに基づいて前記トナーの前記消費量を決定することを
特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、(i)前記回転部材の前記回転時間、(ii)前記検知手段の前記検知結果
、(iii)前記トナーの前記消費量、及び（iv）前記トナーの以前の帯電量に基づいて、前
記現像手段内の前記トナーの前記帯電量の前記変化量を決定することを特徴とする請求項
１に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記露光手段と前記現像手段とにより形成された参照画像を測定する測定手段を更に有
し、
　前記制御手段は、前記測定手段による前記参照画像の測定結果に基づいて前記トナーの
前記以前の帯電量を決定することを特徴とする請求項５に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、潜像にトナー粒子を付着させて現像を行う画像形成装置及び画像形成方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、所望のシートに画像形成を行う画像形成装置が知られており、画像形成を行うた
めに様々な手法が提案されている。
　このような手法の１つとして、トナー粒子を帯電させ静電気力を用いて画像形成を行う
手法が知られている。この手法を採用した電子写真装置タイプの画像形成装置では、トナ
ー粒子の帯電量が変化した場合、それに応じて出力画像濃度や品位が変化する。トナー粒
子の帯電量は、使用環境、出力画像濃度及び出力経過時間等の各種条件に応じて変化する
ので、出力安定化のための制御を行わない場合、出力画像が条件に応じて変動してしまう
。
【０００３】
　また、二成分現像装置を用いた電子写真方式の画像形成手法、すなわち現像剤としてト
ナー粒子とキャリア粒子を使用して画像形成を行う手法も知られている。この手法を採用
した画像形成装置の場合、画像データから予想されるトナー消費量とほぼ同量のトナーが
補給される。また、現像剤中のトナー粒子とキャリア粒子の透磁率の違いから現像剤中の
トナー粒子濃度を測定するインダクタンスセンサ（透磁率センサ）などの出力値を用いて
、トナー補給量の補給制限や調整補給を行うことが知られている。
【０００４】
　二成分現像装置では、一般的に、現像装置内におけるトナー粒子とキャリア粒子の混合
比によりトナー粒子の帯電量は変化し、トナー粒子の比率が小さくなるに従ってトナー粒
子の帯電量が増加する。トナー粒子の帯電量が増加すると、一定の電荷潜像に付着するト
ナー粒子は減少し、その逆に、トナー粒子の帯電量が減少すると、一定の電荷潜像に付着
するトナー粒子は増加する。
【０００５】
　従って、トナー粒子補給量を調整し、現像装置内におけるトナー粒子とキャリア粒子の
混合比を変化させ、その結果としてトナー粒子の帯電量及び出力画像濃度を安定化させる
ことができる。
　そのため、従来、出力濃度測定用のパッチ画像を出力し、像担持体上や転写体上などで
パッチ濃度及びトナー量を求めることが行われている。求められたパッチ濃度及びトナー
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量に基づいて、出力濃度が目標濃度に一致するようトナー補給量を制御するフィードバッ
ク制御がよく知られている。このような制御では、画像データに応じたトナー補給量やイ
ンダクセンサによる補給量調整に加えて、出力パッチ画像濃度に基づいて算出されたトナ
ー補給調整量を加味したトナー補給を行う。その結果、トナー電荷量及びトナー濃度を調
整することが可能となっている。
【０００６】
　このような画像パッチ出力結果に基づいたトナー補給量調整による出力画像濃度安定化
制御機構は、パッチ濃度あるいはトナー量の測定を行ってから各種調整を行うというフィ
ードバック制御である。従って、原理的に、制御において遅延が生じてしまう。また、ト
ナー補給調整に追従してトナー粒子帯電量が変化するまでに時間を要することからも、制
御に遅延が生じることが避けられず、短周期の濃度ズレが発生してしまう。
　このような問題を解決するため、特許文献１では、画像濃度を安定化させるために、ト
ナー粒子の帯電量を推定し、画像形成のコントラスト電位をリアルタイムで抑制するフィ
ードフォワード制御を行う技術を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００１－４２６１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、上記のようなフィードフォワード制御では、十分にトナー粒子帯電量変化の影
響を抑えることができないという問題が生じることがある。
　電子写真技術においては、静電気力を用いて画像を形成することから、トナー粒子の帯
電量はできるだけ変化しないことが望ましい。しかしながら、トナー粒子帯電量予測に基
づいて画像形成電位コントラストを調整した場合、トナー粒子帯電量がどのような値にな
るかに関わらず、像担持体に対するトナー現像量を一定に保とうとする。その結果、トナ
ー粒子帯電量は、目的とする画像濃度に対応するトナー粒子帯電量とは異なる値のままと
なる。従って、その後の工程で、トナー粒子帯電量の変動により画像形成での転写性に影
響がでる場合、画像形成を適正に行うことができないおそれもある。
【０００９】
　また、転写行程において、トナー粒子帯電量が目的とする画像濃度に対応する帯電量と
は異なる値の場合、転写を良好に行うにはトナー粒子の帯電量が不十分あるいは過剰にな
ってしまい、転写性が変化して画像濃度や品位が低下してしまう。特に複数色のトナーが
重なる２次色／３次色では、その影響が大きくなる。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するために、本発明にかかる画像形成装置は、感光体と、前記感光体に
静電潜像を形成するために、画像データに基づいて前記感光体を露光する露光手段と、ト
ナーを含む現像剤を帯電させるために回転する回転部材を備えるとともに、前記現像剤を
用いて前記感光体上の前記静電潜像を現像する現像手段と、前記現像手段内のトナー濃度
を検知する検知手段と、前記現像手段にトナーを補給する補給手段と、(i)前記回転部材
の回転時間、(ii)前記検知手段の検知結果、(iii)前記トナーの消費量、及び（iv）前記
回転部材が回転を停止していた停止時間に基づいて、前記現像手段内の前記トナーの帯電
量の変化量が所定範囲に制限されるように前記補給手段を制御する制御手段を有すること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、トナー粒子帯電量の変動を抑えることができる。従って、トナー粒子
帯電量の変動により画像形成での転写性に影響がでる場合でも、トナー粒子帯電量の変動
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を抑えることで、画像形成を適正に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】第１実施形態における画像形成装置の全体構成を示す概略図。
【図２】第１実施形態における画像形成装置の機能ブロック図。
【図３】第１実施形態における画像信号－消費量の関係を示すグラフ。
【図４】第１実施形態におけるトナー濃度と電荷付与量の関係を示すグラフ。
【図５】第１実施形態におけるトナー補給量調整による制御イメージ図。
【図６】第１実施形態における補給量調整の動作フローを示すフローチャート。
【図７】第２実施形態における画像形成装置の全体構成を示す概略図。
【図８】第３実施形態におけるトナー補給量と補給モータの回転数の関係を示すグラフ。
【図９】第３実施形態におけるトナー補給量の決定動作及びトナー補給量変化の補正の動
作のフローチャート。
【図１０】（ａ）、（ｂ）は、第４実施形態における出力値を変化させた場合の動作を示
すグラフ。
【図１１】第５実施形態における画像形成装置の全体構成を示す概略図。
【図１２】第５実施形態における画像形成装置の全体構成を示すブロック図。
【図１３】第５実施形態における帯電量キャリブレーションのフローを示すフローチャー
ト。
【図１４】第５実施形態におけるセンサ出力と濃度との関係を示すグラフ。
【図１５】第５実施形態におけるパッチ濃度とトナー粒子帯電量の関係を示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　[第１実施形態]
　以下、本発明の第１実施形態について説明する。
　図１に、本発明を適用した画像形成装置１００の全体構成を示す概略図を示す。また、
図２に、画像形成装置１００の機能ブロック図を示す。
　図１に示されるように、画像形成装置１００は、それぞれイエロー、マゼンタ、シアン
及びブラックの画像形成を行う画像形成ステーション１０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ及び
１０１Ｋを有する。
　画像形成ステーション１０１Ｙは、ＬＤ（Laser Diode）ドライバ３、反射ミラー４、
感光ドラム５、高圧出力部６、帯電ローラ７、現像器８、現像剤容器９、トナー補給モー
タ１０及びトナー搬送スクリュー２２を有する。また、画像形成ステーション１０１Ｙは
、更に、一次転写器１２及びトナー濃度センサ１６を有する。画像形成ステーション１０
１Ｍ、１０１Ｃ及び１０１Ｋの構成は、形成される色を除いては画像形成ステーション１
０１Ｙと同様であり、説明を省略する。
　画像形成装置１００は、更に、画像の転写対象となるシートに画像を転写する２次転写
機１４を有する。なお、この実施形態では、シートとして記録紙１５を用いた。
　図２の機能ブロック図に示されるように、画像形成装置１００は、画像コントローラ１
、中央処理装置であるＣＰＵ（Central Processing Unit）２を有する。更に、画像形成
装置は、高圧出力部６、ＲＡＭ(Random Access Memory)１１及びＨＤＤ(Hard Disk Drive
)２１を有する。ＬＤドライバ３、高圧出力部６、ＲＡＭ１１及びＨＤＤ２１は、ＣＰＵ
２に接続されている。
【００１４】
　以下、特に断りのない限り、このような画像形成装置１００の動作はＣＰＵ２が制御す
る。ＣＰＵ２は、図示しないホストコンピュータ等（以下、ＰＣ（Personal Computer）
という）から特定の記述言語で記述された画像情報の電気信号を、画像コントローラ１を
通じて受信する。次に、ＣＰＵ２は、受信した電気信号から画像形成データを作成し、画
像形成装置１００の本体のＬＤドライバ３により潜像を作成するための信号処理を行って
ＬＤドライバ３に信号を送信する。
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　ＬＤドライバ３は、上記電気信号を光信号に変換し、図示しない高速度で回転するモー
タに取り付けられたポリゴンミラーに上記光信号を照射する。ポリゴンミラーにより反射
された光信号は、反射ミラー４によって潜像担持体である感光ドラム５の表面に照射され
る。
【００１５】
　感光ドラム５は、高圧電源帯電器（帯電ローラ）によって一定電位に均一に帯電されて
おり、光照射を受けることで照射部電位が変化し、感光ドラム５上に静電潜像が形成され
る。この際、感光ドラム５は、バイアス印加手段として動作する高電圧電源である高圧出
力部６により制御された電圧値で帯電される。
　本実施形態の画像形成装置１００は、感光ドラム５を負極性に帯電させてトナー粒子を
負極性に帯電させ、光照射を行った部位（明部）にトナー粒子を付着させる。
　また、感光ドラム５が一定電位になるように帯電ローラ７を用いて帯電していることか
ら、トナーが現像される明部の電位は、レーザダイオードから照射される光強度に依存し
て変化する。すなわち、感光ドラム５に対する光照射量を制御することによりトナー現像
量を調整することが可能である。
【００１６】
　現像手段としての現像器８は、トナー及びキャリアを含有する二成分現像剤を収容する
現像剤容器９、現像剤を撹拌及び搬送するトナー搬送スクリュー２２、及び現像剤を担持
する現像剤担持体としての現像ローラを有する。
　現像剤を撹拌することでトナー及びキャリアを摩擦帯電し、現像ローラによって現像剤
中のトナーのみを感光ドラム５に付着させ、感光ドラム５上に形成された静電潜像をトナ
ー像として具現化・可視化像とする。なお、現像ローラには、高圧出力部６によって制御
された現像バイアス電圧が印加されている。
【００１７】
　ＣＰＵ２は、出力する画像データを参照し、画像データより算出される消費量に基づい
て、トナー補給モータ１０を通じてトナー搬送スクリュー２２の動作を制御する。その結
果、現像剤容器９内のトナーのうち必要量が現像器８内に補給される。従って、この実施
形態では、トナー補給モータ１０とトナー搬送スクリュー２２とによってトナー粒子補給
手段が構成される。消費量の算出では、画素単位の画像信号とトナー消費量の関係を示す
、予め記憶している所定のテーブルを用いて画像信号を消費量に換算し、換算した消費量
の単位時間の積算値（ビデオカウント値）を消費量として用いる。
【００１８】
　本実施形態における画像信号と消費量の関係を示すグラフを図３に示す。二成分現像剤
のトナー濃度（トナーとキャリアの混合比）がトナー粒子帯電量に影響を与えることから
、一般的には、トナー濃度が維持されるようにトナーの補給が行われる。しかし、本実施
形態では、ＣＰＵ２は、現像性及び転写性の安定化を目的として、後述するトナー粒子帯
電量の予測に基づいて、現像剤容器９から現像器８へのトナー補給量を調整し、トナー粒
子の帯電量を一定に保つ。
【００１９】
　一般的には、検出されたトナー濃度Ｄと予め設定されている目標トナー濃度Ｄｔの差及
び、前述した消費に基づく補給量により、トナー補給量を決定する。しかし、本実施形態
では、現像性・転写性の安定化を目的として、後述するトナー粒子帯電量の予測に基づい
て現像器８に対するトナー補給量を調整し、トナー粒子の帯電量の変動を抑えるように制
御する。この実施形態では、トナー粒子帯電量が一定値となるように制御を行った。
　上記具現化・可視化されたトナー像は、現像器８の下流側の感光ドラム５の下方に配設
された１次転写器１２により中間転写ベルト１３上に転写された後、更に２次転写器１４
により記録紙１５の表面に転写される。
【００２０】
　トナー像が転写された記録紙１５は、記録紙搬送ローラにより搬送され、定着装置によ
り、上記トナー像が記録紙１５に定着されて画像形成装置１００外に搬送される。
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　本実施形態では、ＣＰＵ２は、トナーの消費量、補給量、及び現像器８内のトナー量を
推定し、トナー粒子帯電量の変化（Δ）を予測する。また、トナー粒子の帯電量予測は、
タイムステップ毎に計算される。なお、その計算式を以下に示す。
ΔＲ＝ＴＣ－ＴＣprec
　　＝(α－ＴＣprec)＊(計算タイムステップ／β)
　　　　　＋(HTC＊補給量－TCprec＊消費量)／現像器８内トナー量　　（２）
ΔＳ＝TCpret－γ＊TCpret　　　（３）
　　ΔＲ：現像ローラ回転時のトナー粒子帯電量の変化量
　　ＴＣ：トナー粒子帯電量
　　ＴＣprec：前回計算時のトナー粒子帯電量
　　α：トナー粒子の飽和帯電量
　　β：摩擦帯電（除電）が行われる時間速さ
　　HTC：補給トナー粒子帯電量
　　ΔＳ：現像ローラ停止時のトナー粒子帯電量の変化量
　　TCpret：前タイムステップにおけるトナー粒子帯電量
【００２１】
　現像ローラ回転時のトナー粒子帯電量の変化量ΔRを表す式（２）において、右辺の第
１項は「(α－ＴＣprec)＊(計算タイムステップ／β)」であり、「摩擦帯電によりトナー
粒子の電荷が変化する量」を示す。
　ΔＲの右辺の第２項は「(HTC＊補給量－TCprec＊消費量)／現像器内トナー量」であり
、「帯電したトナー粒子を現像すると同時に未帯電のトナー粒子が補給される分の電荷収
支」を示す。なお、未帯電のトナー粒子の補給は、帯電したトナー粒子の現像と正確に同
時である必要はなく、帯電したトナー粒子の現像後に未帯電のトナー粒子を補給するよう
にしてもよい。
　ΔＲは、これら第１項と第２項とを加えたものであり、次のステップにおける電荷量を
予測する式である。
　γは、トナー粒子からの電荷漏洩の時間速さを示すパラメータである。
　ΔS、つまり現像ローラ停止時に関する式（３）は、一定のとき定数で電荷量が減衰す
ることを示す計算式である。変化量の積算値を記憶しておくことで、トナー粒子帯電量を
得ることができる。
　また、トナー粒子帯電量の初期値は０とし、トナー単位重量当りの帯電量（以下、トナ
ートリボと記載する）も０とする。
【００２２】
　本実施形態では、上記予測を用い、ＣＰＵ２が各タイムステップ間でトナー粒子帯電量
の変化（Δ）が０になるように補給量を決定する。
　補給量の調整は、ＣＰＵ２がトナー補給モータの回転数を変更することで行う。この制
御では、トナー補給量は、トナー粒子帯電量を変化させない値となるように決定される。
従って、この時点において、トナーの消費量と補給量とは互いに異なる量となるのでトナ
ー濃度が変化する。
【００２３】
　トナー濃度は、現像剤量に対し前記消費量と補給量の差分から次式で計算することがで
きる。
　Ｄ＝(前回トナー量－消費量＋H)/(キャリア量＋前回トナー量－消費量＋H) （４）
　　Ｄ：トナー濃度
　　Ｈ：補給量
　更に、上述したトナー粒子帯電量予測式におけるα、βの各パラメータは、次式で表す
ことができる。
α＝ａ／（１＋ｂ）Ｄ、　β＝ｃＤ＋ｄ　　（５）
　ただし、式（５）において、ａ、ｂ、ｃ及びｄは、トナーの帯電特性に応じて前もって
決められたパラメータである。ａ、ｂ、ｃ及びｄの値は、予め実験によりトナー濃度を変



(7) JP 6659118 B2 2020.3.4

10

20

30

40

50

化させた場合の摩擦帯電による電荷付与量データより求めた。
【００２４】
　図４に本実施形態におけるトナー濃度と電荷付与能の関係を示すグラフを示す。この図
において、横軸はトナー濃度、縦軸は電荷付与量（摩擦帯電によるトナー粒子帯電量の変
化する量：Δ帯電量）を表す。
　図４のグラフに示されるように、トナー粒子帯電量が１０μC/gの場合と、５０μC/gの
場合とではΔ帯電量は異なる値になっている。しかし、この場合でも、式（５）に示され
るａ、ｂ、ｃ及びｄの各パラメータは、トナー及びキャリアの物性による帯電特性及び現
像器による撹拌構成が同じであれば変化しない。
【００２５】
　これにより、トナー濃度Ｄが変化すると、トナーの消費量及び補給量が同じ場合であっ
てもトナー粒子帯電量の変化量も異なってくることが分かる。トナー濃度が変化すると、
撹拌によるトナーとキャリアの接触機会も変化し、摩擦帯電による帯電能力が変わるため
である。
　すなわち、連続するトナー粒子帯電量予測において、次のタイムステップで同画像デー
タの出力に対しトナー粒子帯電量の変化（Δ）を予測した場合、トナー濃度は前回に比較
して変化している。その結果、トナー粒子帯電量の変化が０になるトナー補給量は、前ス
テップにおける補給量とは異なる値となる。
【００２６】
　具体的には、補給量が少なくなりトナー濃度が低下すると、αは大きく、βは小さくな
る。従って、タイムステップ間での帯電量が増える。その結果、タイムステップ間で帯電
量の変化を０にするためのトナー補給量が増えることになる。補給量が多い場合は、逆で
あり、αは小さく、βは大きくなり、帯電量が減るので補給量を減らすことになる。
　このように、本実施形態では、トナー濃度の変化を抑えるように帯電量を変化させてい
るので、帯電量を一定にするために補給量と消費量に差をつけても、トナー濃度はずれ続
けるわけではなく画像データに対しある値に収束していく。
【００２７】
　本実施形態におけるトナー補給量の調整を表すグラフを図５に示す。以下、図５を参照
して、トナー補給量の調整制御を詳細に説明する。図５においては、横軸を出力枚数とし
て、３つのグラフが示される。上の位置には、出力枚数に対するトナー粒子帯電量の相関
を表すグラフ、中央には、出力枚数に対するトナー濃度Ｄのグラフが示される。また、下
の位置には、出力枚数に対するタイムステップ間でのトナー補給量を示すグラフが示され
る。このように、いずれのグラフにおいても、横軸は出力枚数となっている。
　また、出力枚数が所定枚数未満である区間Ａは、画像比率の高い（トナー消費量の多い
）画像データが出力され、出力枚数が所定枚数以上となっている区間Ｂは、画像比率の低
い（トナー消費量の少ない）画像データを出力している。
【００２８】
　区間Ａでは、トナー消費量が多いためトナー補給量も多くする必要がある。しかし、ト
ナー補給量を多くして現像器８内に未帯電のトナーが多くなると、ΔＲを表す式（２）に
おける第２項の電荷収支が大きくマイナスになる。式（２）の右辺の「帯電したトナー粒
子が現像すると同時に未帯電のトナー粒子が補給される分の電荷収支」を表す第２項「(H
TC＊補給量－TCprec＊消費量)／現像器８内トナー量」で「消費量」が大きくなるからで
ある。
　従って、摩擦帯電による電荷付与を表す、式（２）右辺の第１項「(α－ＴＣprec)＊(
計算タイムステップ／β)」との合計もマイナスになってしまう。
【００２９】
　このため、第１項の電荷付与と第２項の電荷収支が釣り合うように補給量を減らし、タ
イムステップ間のトナー粒子帯電量変化を０にする。そのため区間Ａではトナー濃度が低
下するが、トナー濃度が低下することにより第一項の電荷付与量が増加するために、出力
枚数が増える毎に補給量を増やすことが可能になり、トナー濃度の低下量が減少していく
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。トナー濃度は画像データに応じて、トナーの出入りによる電荷収支と撹拌による電荷付
与が釣り合う値に収束する。
【００３０】
　区間Ｂに入り画像データが変化すると、トナーの消費量が変わるため、電荷収支と電荷
付与の関係が変化する。区間Ｂではトナー消費量が少ないため電荷収支が小さくなるので
式（２）の右辺における第１項に比べ第２項が小さくなり、帯電量が増加してしまう。従
って、トナー補給量を消費量よりも多くして帯電量の変化を０にする。これによりトナー
濃度は区間Ｂでは増加するが、増加し続けるわけではなく、区間Ａと同様に、画像データ
に応じた値に収束する。
【００３１】
　次に、本実施形態のトナー粒子帯電量変化量予測による補給量調整の動作フローを、図
６に示したフローチャートで説明する。
　図６において、ＰＣから画像データが画像コントローラ１に入力されると（Ｓ６０１）
、ＣＰＵ２は、その時点でのトナー粒子帯電量を変化量予測の積算値から算出する（Ｓ６
０２）。なお、本実施形態では、画像データをＮ枚出力するものとした。このとき、トナ
ー濃度Ｄとしては前回の実測値を用いる。次に、ＣＰＵ２は、図３に示した画像信号と消
費量のグラフを用いて画像データ出力におけるトナー消費量Ｓを算出する（Ｓ６０３）。
その後、ＣＰＵ２は、トナー粒子帯電量変化予測を予測する式（２）を参照して、画像デ
ータ出力における帯電量変化が０になる補給量を算出する（Ｓ６０４）、１枚目の画像に
ついての補給量はＨ（１）として算出される。
【００３２】
　補給量決定後、ＣＰＵ２は、画像形成及びトナー補給を行い（Ｓ６０５）、画像データ
がＮ枚目のものであるか否かを判定する（Ｓ６０６）。Ｎ枚目でない場合には（Ｓ６０６
：Ｎ）、ＣＰＵ２の処理はＳ６０４に戻る。なお、Ｓ６０４において、２枚目、３枚目..
Ｎ枚目の画像についての補給量は、それぞれＨ（２）、Ｈ（３）..Ｈ（Ｎ）として算出さ
れる。また、１枚目からＮ枚目の画像の補給量を決定する際には、消費量Ｓは変化しない
。
【００３３】
　ＣＰＵ２は、画像データがＮ枚目のものである場合（Ｓ６０６：Ｙ）の画像を形成した
後に処理を終了する。なお、画像データが変わらない限り、消費量Ｓは変化しない。ここ
では便宜上、画像出力を行った後に、次の画像の補給量計算を行ったが、補給量の計算は
前の画像出力を待たず次々に計算してよい。
【００３４】
　以上、本実施形態によれば帯電量の変化予測式を用い、帯電量が変化しないように補給
量を調整することで、トナー粒子の帯電量を一定に保つことができ、２次色／３次色にお
いても、安定で高品位な出力ができた。
　具体的には、従来のトナー粒子帯電量予測から画像形成電位コントラストを変更して画
像形成を行った場合と、本実施形態に係る手法で画像形成を行った場合を比較した。この
比較においては、画像比率の高い画像（Ｃ：１００［％］、Ｍ：１００［％］）を１００
０枚出力後に画像比率の低い画像（Ｃ：５［％］、Ｍ：５［％］）を１０００枚出力した
。このときの単色（Ｃ，Ｍ）の色味変動は、従来の手法及び本実施形態に係る手法のいず
れにおいてもΔＥ＝２．５程度で差がなかった。しかし、二次色（Ｂｌｕｅ）については
、従来の手法ではΔＥ＝５であったのが、本実施形態に係る手法ではΔＥ＝３へ改善した
。なお、色差ΔＥは、以下の方法で算出した。
　ΔＥ＝(ΔＬ＊２＋Δａ＊２＋Δｂ＊２）０．５

　（ＣＩＥ　Ｌ＊ａ＊ｂ＊色空間での値）
【００３５】
[第２実施形態]
　第２実施形態では、現像器８内のトナー濃度Ｄの検出を行うトナー濃度センサを備えた
ことで、より精度よく補給量を決めることができる。なお、第１実施形態と同様の処理に
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ついては、説明を簡素化するために省略する。第２実施形態における画像形成装置７００
の全体構成概略図を図７に示す。
【００３６】
　図７に示される画像形成装置７００は、Ａ／Ｄ変換器１７を有する点で、図１及び図２
に示した画像形成装置１００とは異なる。従って、画像形成装置７００において、画像形
成装置１００と共通する構成要素については、画像形成装置１００と同一符号を付してそ
の説明を省略する。また、図面が煩雑になるのを避けるために、画像形成ステーション１
０１Ｙ、１０１Ｍ、１０１Ｃ、１０１Ｋの表記は省略している。
　本実施形態における画像形成装置７００の現像器８には、二成分現像剤のトナー濃度を
検出するトナー濃度測定手段として、トナー濃度センサ１６が組み込まれている。
　トナー濃度センサ１６は、現像器８内を循環する現像剤に接触させて配置される。トナ
ー濃度センサ１６は、駆動コイル、基準コイル及び検出コイルを有し、現像剤の透磁率に
応じた信号を出力する。駆動コイルに高周波バイアスを印加すると、現像剤のトナー濃度
に応じて検出コイルの出力バイアスが変化する。現像剤に接触していない基準コイルの出
力バイアスと検出コイルの出力バイアスとを比較することで、現像剤のトナー濃度が検出
される。
【００３７】
　ＣＰＵ２は、予め記憶している換算式を使用して、トナー濃度センサ１６による検出結
果をトナー濃度に変換する。また、ＣＰＵ２は、トナー濃度センサ１６の測定結果に基づ
いて、以下に示す式（６）によりトナー濃度Ｄを求める。
　トナー濃度Ｄ＝（ＳＧＮＬ値－ＳＧＮＬｉ値）／Ｒａｔｅ＋初期Ｄｉ
　ＳＧＮＬ値：トナー濃度センサの測定値
　ＳＧＮＬｉ値：トナー濃度センサの初期測定値（初期値）
　Ｒａｔｅ：感度
　初期トナー濃度Ｄｉ、ＳＧＮＬｉ値は、初期設置時に測定したものを使用しており、Ｒ
ａｔｅは、トナー濃度センサ１６の特性として、ΔＳＧＮＬのトナー濃度Ｄへの感度を予
め測定したものである。これらの定数（初期Ｄｉ、ＳＧＮＬｉ値、Ｒａｔｅ）は、ＲＡＭ
１１に記憶されている。
【００３８】
　一般的には、トナー補給量は、検出されたトナー濃度Ｄと予め設定されている目標トナ
ー濃度Ｄｔの差から決定される。しかし、本実施形態では、式（２）に示されるトナー粒
子帯電量変化予測式を用いた計算によりトナー粒子帯電量の変化を０にする補給量を算出
している。そして、補給を行った場合に達成されるトナー濃度を目標トナー濃度Ｄｔとし
て、検出されたトナー濃度と目標トナー濃度Ｄｔとの差分から実際の補給量を決定する。
　本実施形態では、トナー粒子帯電量変化予測式（２）におけるトナー濃度Ｄに対しても
トナー濃度検出手段による実測トナー濃度Ｄを用いる。トナー濃度差から補給量への変換
は、予め記憶している変換テーブルを用いる。
　従って、トナー濃度の実測値を用いることで、長期的な変化により予測結果の積算によ
るトナー濃度値と実際のトナー濃度にズレが生じても、その時点のタイムステップでの帯
電量変化を０とするトナー補給量を精度よく決定することができる。
【００３９】
[第３実施形態]
　第１実施形態及び第２実施形態では、トナー補給モータ１０を回すことによるトナー補
給量は変動しないものとしている。しかし、何らかの原因により、トナー補給モータ１０
の回転量とトナー補給量との相関が変化して、想定したトナー補給量と実際のトナー補給
量とが一致しなくなる場合がある。この場合、実際のトナー補給量は想定した補給量と異
なる値になるので、実際のトナー濃度も予想したトナー濃度と一致しなくなる。
　従って、第３実施形態では、図１に示した画像形成装置１００において、トナー補給モ
ータ１０の回転量とトナー補給量との相関を補正する。
　トナー補給量が想定量とずれる要因は、画像形成装置１００が設置されている場所の環
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境の変動によるトナー流動性の変化、トナー搬送スクリュー２２とその容器との間の微量
なトナー漏れがある。また、トナー搬送スクリュー２２／トナー補給モータ１０間を制御
しているクラッチの応答時間の個体差によるばらつき等も原因として挙げられる。また、
トナー搬送スクリュー２２回転オフ時の慣性による微少回転等によっても、トナー補給量
が想定量とずれることがある。このように、状況や構成により、実際のトナー補給量は、
想定量から大きいばらつきが生じることがある。
　そのため、本実施形態では、トナー濃度Ｄの計算値とトナー濃度センサ１６による実測
値とを用いて、式（４）より予定の補給量と実際の補給量の差を求め、この補給量差より
トナー補給量と補給モータ１０の回転速度の関係を調整する。
【００４０】
　トナー補給量をＨ、補給モータ１０の単位時間あたりの回転数をＲとすると次式で表す
ことができる。
　Ｒ＝ｋ×ｅ×Ｈ　　（６）
　ここで、ｋは補給モータ回転数補正係数、ｅは予め実験により求めた補給量と回転数の
関係を表す係数である。実際に検出された補給量差を用いて、現時点でのトナー補給量と
補給モータ１０の回転数とが一致するように、ｋの値を変更する。図８に、式（６）にお
いてｋを補正する前における補給モータ回転数のグラフを実線で示し、ｋを補正した後の
トナー補給量のグラフを点線で示す。
　この図に示されるように、式（６）における係数ｋを調整することで、トナー補給量Ｈ
と補給モータ１０の回転数Ｒとについて、実際の補給量により一致した相関式が得られる
。
　なお、ここでは一次式で関係を表す一次近似法を用いたが、予め実験により求めたテー
ブルで関係を規定しそれを補正する方法でもよい。本実施形態では１タイムステップを出
力画像１枚分とした。また、２次近似法等の他の手法を用いることもできる。
【００４１】
　本実施形態のトナー粒子帯電量の変化量予測による補給量決定及び、実測による補給量
変化の補正の動作フローを、図９に示したフローチャートで説明する。ＰＣより画像デー
タが画像コントローラ１に入力されると（Ｓ９０１）、ＣＰＵ２はその時点でのトナー粒
子帯電量を変化量予測の積算値より算出する（Ｓ９０２）。本実施形態では、同データを
Ｎ枚出力するものとした。このときトナー濃度Ｄとしては、前回の実測値を用いる。次に
、ＣＰＵ２は、図３に示した画像信号とトナーの消費量とのグラフを用いて画像データ出
力におけるトナー消費量Ｓを算出する（Ｓ９０３）。その後、ＣＰＵ２は、トナー粒子帯
電量変化を予測する式（２）を参照して画像データ出力における帯電量変化が０になる補
給量を算出する（Ｓ９０４）。１枚目の画像についての補給量は、Ｈ（１）として算出さ
れる。補給量決定後、ＣＰＵ２は、補給モータ１０を通じてトナー補給を行って画像形成
及びトナー補給を行う（Ｓ９０５）。この際、ＣＰＵ２は、算出された補給量が実際に供
給されるように、式（６）に示されるように補正係数ｋを用いて補給モータ１０の回転数
を制御する。なお、一枚目の画像データについてはｋ＝１とする。２枚目以降の画像デー
タについては、後述するＳ９０７で変更された補正係数ｋを用いて補給モータ１０の回転
数を制御する。
【００４２】
　画像形成及びトナー補給終了後、ＣＰＵ２は、トナー濃度センサ１６の出力値からトナ
ー濃度Ｄを検出し（Ｓ９０６）、検出したトナー濃度Ｄと予測トナー濃度Ｄとの差から補
給量の差を算出する。そして、ＣＰＵ２は、その結果から補給モータ回転数補正係数ｋを
変更する（Ｓ９０７）。
　次に、ＣＰＵ２は、Ｎ枚目の画像データであるか否かを判定する（Ｓ９０８）。Ｎ枚目
でない場合には（Ｓ９０８：Ｎ）、ＣＰＵ２の処理はＳ９０４に戻る。なお、Ｓ９０４に
おいて、２枚目、３枚目..Ｎ枚目の画像についての補給量は、それぞれＨ（２）、Ｈ（３
）..Ｈ（Ｎ）として算出される。また、１枚目からＮ枚目の画像の補給量を決定する際に
は、消費量Ｓは変化しない。
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　画像データがＮ枚目のものである場合（Ｓ９０８：Ｙ）、ＣＰＵ２は、画像を形成した
後に処理を終了する。なお、画像データが変わらない限り、消費量Ｓは変化しない。この
実施形態では、便宜上、補給量計算と補給モータ回転数補正係数ｋの変更をどちらも画像
データを１枚出力する毎に行ったが、補給量計算と補給モータ回転数補正係数ｋの変更の
タイミングは異なるものとしてもよい。例えば、補給量計算は画像データ１枚毎に、補給
モータ回転数補正係数ｋの変更は、図８に示される処理における１枚目の画像データの画
像形成を行った後に１回だけ行うようにしてもよい。
【００４３】
　以上、本実施形態によれば帯電量の変化予測式を用い、帯電量が変化しないように補給
量を決定し、また補給量の変化も補正することで、トナー粒子の帯電量を一定に保つこと
ができる。これにより、２次色／３次色においても、安定で高品位な出力が得られた。
　具体的には、トナー粒子帯電量予測から画像形成電位コントラストを変更した従来の方
法と、本実施形態に係る方法とで、色味変動を比較した。この比較では、画像比率の高い
画像（Ｃ：１００［％］、Ｍ：１００［％］）を１０００枚出力後に画像比率の低い画像
（Ｃ：５［％］、Ｍ：５［％］）を１０００枚出力した。そのときの単色（Ｃ，Ｍ）の色
味変動は、従来の方法、本実施形態に係る方法ともに色差ΔＥ＝２．５程度で差がなかっ
た。しかし、二次色（Ｂｌｕｅ）における色味変動では、従来の方法ではΔＥ＝５であっ
たが、本実施形態に係る方法では、ΔＥ＝３に改善されていた。
【００４４】
[第４実施形態]
　以上説明した実施形態においては、補給量調整によりトナー濃度を変更することで、ト
ナー粒子帯電量を一定に保っている。しかし、トナー濃度の変化量が大きいと出力画像不
良が生じるおそれがある。従って、本実施形態では、トナー濃度検出値を用いてトナー濃
度の変化量に制限をかける。トナー濃度がしきい値を超えて変化する場合には、トナーの
濃度の変化量をしきい値で固定する。それ以上のトナー粒子帯電量変化に対しては、従来
技術である画像形成条件の変更で対応する。
　このように第４実施形態では、トナー粒子の帯電量を予測してその結果を用いた補正制
御を行う。そして、このしきい値を超えるトナー粒子帯電量変化が発生した場合は、しき
い値を超えるトナー濃度の変化は行わない。しきい値を超える変化については、画像デー
タに対して階調変換の補正を適用することで補償する。
【００４５】
　本実施形態では、トナー濃度の目標を決定するまでのフローは第２実施形態と同様であ
る。しかし、算出された目標トナー濃度Ｄｔの元のトナー濃度からの変化量がしきい値を
超えて変動する場合には、トナー濃度をしきい値以下の値とし、しきい値を超える変化は
させない。このようにしきい値で制限した値を修正目標値とする。
　次に、修正目標値のトナー濃度を上述した式（２）に用いてトナー粒子帯電量予測を行
うことで、補給するトナー粒子量を決定する。目標トナー濃度が急激に大きくなり、その
変動をしきい値で制限した場合には、しきい値を超える濃度変化については、階調変換補
正を行うことで補償する。
　具体的には、トナー濃度が急激に小さくなった場合には、その変動量をしきい値で制限
した修正目標値を式（２）に用いる。このようにしきい値を用いてトナー濃度が急激に小
さくならないよう制限していることから、得られた修正目標値は本来の値よりも大きくな
る。従って、画像データ入力に対する階調変換出力を小さくした。このときの画像データ
入力に対する階調出力の相関を図１０（ａ）に示す。
【００４６】
　トナー濃度が急激に大きくなった場合には、その変動量をしきい値で制限した修正目標
値を式（２）に用いる。このようにしきい値を用いてトナー濃度が急激に大きくならない
よう制限していることから、得られた修正目標値は本来の値よりも小さくなる。従って、
画像データ入力に対する階調変換出力を多くした。このときの画像データ入力に対する階
調出力の相関を図１０（ｂ）に示す。
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　図１０（ａ）においては、制御前の出力値のグラフは実線で、制御後の出力値のグラフ
は点線で表されており、入力値の全域にわたって、制御後の出力値は制御前の出力値より
も小さくなっている。図１０（ｂ）においても、制御前の出力値のグラフは実線で、制御
後の出力値のグラフは点線で表されている。入力値の全域にわたって、制御後の出力値は
制御前の出力値よりも大きくなっている。
　このように、本実施形態においては、トナー濃度が大きく変わる場合においても、その
変動量をしきい値で制限しているので、出力画像不良を防ぐことができる。また、しきい
値を超える変動については、階調補正で補正しているので、求める濃度の画像を得ること
ができる。
【００４７】
[第５実施形態]
　第１実施形態においては、トナー補給モータ回転数による補給量が変化した場合にこの
関係を補正し、補給の精度を高めることで帯電量を安定させている。しかし、本実施形態
においては、モータ回転数と補給量の相関にばらつきが生じ、この関係の補正が困難であ
る場合における処理について述べる。
　また、帯電量予測における予測のズレを補正するために、パッチ画像を形成して形成さ
れた画像の濃度を検出することで帯電量予測の校正（以降、帯電量キャリブレーション）
を行う構成についても説明する。
【００４８】
　以下の説明では、第１実施形態と同様の要素についてはその説明を省略し、差分につい
てのみ説明する。本実施形態では、帯電量キャリブレーションを行うタイミングを補給モ
ータ回転数補正係数ｋの変化により決定する。すなわち、モータ回転数と補給量の関係が
傾向なくばらついてしまい、補給精度が保てないときは帯電量予測値が徐々に実際の帯電
量とずれていってしまう。従って、補給モータ回転数補正係数ｋの変化が大きいときは、
帯電量予測の校正を行うタイミングを早めて帯電量予測の精度を上げる。中間転写ベルト
１３上に形成した画像の濃度を検出し、実際のトナー粒子帯電量を求めることにより帯電
量キャリブレーションを行う。
【００４９】
　本実施形態における画像形成装置１１００の全体構成を示す概略図を図１１に、画像形
成装置１１００の全体構成を示すブロック図を図１２に示す。この実施形態では、現像に
より形成されたトナー像の濃度を濃度検出手段で検出する。
　図１１に示されるように、この実施形態では、画像形成装置１１００には、現像により
中間転写ベルト１３上に形成された参照トナー像（以下、パッチ画像と記載する）の濃度
を検出する画像濃度センサ１８が設けられている。　
　なお、この実施形態では、パッチ画像は中間転写ベルトに形成される。しかし、パッチ
画像は中間転写ベルト上のトナー像に限られるものではなく、例えば定着後の像の濃度を
検出する構成としてもよい。
【００５０】
　図１１の画像形成装置１１００は、画像濃度センサ１８を有する点で図１の画像形成装
置１００と異なり、その他の構成要素は図１に示した画像形成装置１００と共通である。
従って、図１１において、図１の画像形成装置１００の構成要素と同一の構成要素につい
ては同一符号を付し、その説明を省略する。
　図１２の機能ブロック図に示されるように、画像形成装置１１００は、図２の画像形成
装置１００の機能ブロック図と同様に、画像コントローラ１、ＣＰＵ２、ＬＤドライバ３
、ＲＡＭ１１、ＨＤＤ２１を有する。ただし、画像形成装置１１００は、ＣＰＵ２とＬＤ
ドライバ３との間に設けられたパッチ画像生成部２０、濃度変換回路１９及びＡ／Ｄ変換
器１７を更に有する。
【００５１】
　図１１に示されるように、画像濃度センサ１８は、各画像形成ステーション１０１Ｙ～
１０１Ｋの下流に配置されており、イエロー、マゼンタ、シアン及びブラックの各色での
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画像形成を行った後に、濃度検出を行う構成となっている。
　この画像濃度センサ１８は、中間転写ベルト１３のトナーを担持する面に相対するＬＥ
Ｄとフォトダイオードから成る計４つのフォトセンサを有する。
【００５２】
　図１１に示される画像形成装置１１００の画像濃度センサ１８には、中間転写ベルト１
３からの反射光が入射する。画像濃度センサ１８は、この入射した反射光を電気信号に変
換する。この実施形態では、画像濃度センサ１８からは、検出された濃度に応じて０～５
［Ｖ］の出力電圧が出力される。
　画像濃度センサからの電気信号は、図１２に示されるＡ／Ｄ変換器１７に入力されて０
～１０２３レベルのデジタル信号に変換されて濃度変換回路１９に入力される。濃度変換
回路１９は、入力されたデジタル信号を濃度に変換し、参照画像の画像濃度実測値を得る
。
　ＣＰＵ２は、画像濃度センサ１８からＡ／Ｄ変換器１７及び濃度変換回路１９を通じて
画像濃度実測値を得る。
　帯電量キャリブレーションは、所定の枚数を出力した後に行うことができる。通常、こ
の帯電量キャリブレーションは、定期的に行われる。例えば、紙サイズに関係なく、画像
データを１０００枚出力する毎に１回帯電量キャリブレーションを行う。しかし、この方
法では、何らかの原因によってモータ回転数と補給量の相関にばらつきや変化が生じた場
合に、意図した補給量と実際の補給量とが大きくずれてしまうおそれがある。
【００５３】
　本実施形態では、第３実施形態と同様に、画像データを１枚出力する毎に、補給モータ
回転数補正係数ｋを計算する。そして、算出された補給モータ回転数補正係数ｋの変化に
応じて、帯電量キャリブレーションを行うタイミングを調整する。タイミングの調整方法
としては任意の方法を用いることができる。また、第２実施形態と同様に、１枚出力毎に
補給モータ回転数補正係数ｋを計算する。そして、補給モータ回転数補正係数ｋの過去１
０回分の変化量の平均（Δｋａｖｅ）が所定値以上で、かつ、出力枚数が所定枚数以上で
あった場合に帯電量キャリブレーションの実行頻度を高くするものとした。
【００５４】
　具体的には、画像形成を開始してから画像データの出力枚数のカウント値をｎとして、
カウント値ｎにおけるｋの値をｋｎとする。また、ｋｎの直前の１０回におけるｋの値を
ｋｎ－１０、ｋｎ－９、・・・ｋｎ－２、ｋｎ－１とする。そして、ｋの変化量ΔｋをΔ
ｋｎ＝ｋｎ－ｋｎ－１、Δｋｎ－１＝ｋｎ－１－ｋｎ－２、・・・Δｋｎ－９＝ｋｎ－９

－ｋｎ－１０と定義する。
　ｋの変化量Δｋの平均は、Δｋａｖｅ＝（Δｋｎ＋Δｋｎ－１＋Δｋｎ－２・・・＋Δ
ｋｎ－９）／１０となり、このΔｋａｖｅが所定の値を超えたか否かを判定する。この実
施形態では、Δｋａｖｅの値が０．１を超えているか否かを判定する。そして、帯電量キ
ャリブレーションの実行頻度を、１０００枚出力毎に１回から５００枚出力毎に１回に変
更した。
　なお、Δｋａｖｅが０．１を超えた場合、前回帯電量キャリブレーションを行ってから
出力枚数のカウント値が５００に達した後に帯電量キャリブレーションを行う。なお、Δ
ｋａｖｅが０．１となった時点ですでに前回帯電量キャリブレーションを行ってから出力
枚数のカウント値が５００を超えていた場合は、その時点で帯電量キャリブレーションを
行う。従って、Δｋａｖｅが０．１を超えた場合は、出力カウント値が５００以上の場合
には帯電量キャリブレーションを行う。
【００５５】
　この実施形態における帯電量キャリブレーションのフローを図１３に示す。なお、特に
断りのない限り、このフローにおける各ステップは、画像形成装置１１００のＣＰＵ２が
実行する。ＣＰＵ２は、出力枚数のカウント値が１０００に達したか、あるいは、上述の
ようにΔｋａｖｅが０．１を超えて出力カウント値が５００以上である場合に、帯電量キ
ャリブレーションを実行すると決定する（Ｓ１３０１）。その後、ＣＰＵ２は、パッチ画
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（Ｓ１３０２）。
　画像形成条件は固定条件であり、本実施形態では、パッチ静電像への現像コントラスト
を１００［Ｖ］としている。本実施形態で形成するパッチ画像は、主走査方向に１５［ｍ
ｍ］、画像進行方向である副走査方向に２５［ｍｍ］のテストパターンであり、各色、画
像信号が１００［％］の単色ベタ画像である。ＣＰＵ２は、形成されたパッチ画像を画像
濃度検出手段として動作する画像濃度センサ１８を通じて検出する（Ｓ１３０３）。
【００５６】
　この実施形態では、ＣＰＵ２は、パッチ画像の２５点について２［ｍｓ］毎に順次検出
を行い、各点においてそれぞれ検出値を得る。その後、得られた２５点についての検出値
の最大値及び最小値を削除し、残りの２３点における検出値の平均値Ｖａｖｅをパッチ濃
度に変換する（Ｓ１３０４）。なお、検出値の平均値Ｖａｖｅから濃度情報への変換は、
所定の相関式を用いて行う。本実施形態において用いられる相関を表すグラフを図１４に
示す。
　図１４において、グラフの横軸はセンサ出力Ｖａｖｅ[V]を表し、縦軸は濃度値を示す
。図示されるように、センサ出力が大きくなるにつれて濃度値は加速的に大きくなってお
り、グラフの形状は下に凸となっている。
【００５７】
　次に、ＣＰＵ２は、図１４のグラフを参照して得られたパッチ濃度からトナー粒子帯電
量を算出する（Ｓ１３０５）。パッチ濃度からトナー粒子帯電量への変換は、所定の相関
式を用いて行う。本実施形態で用いたパッチ濃度とトナー粒子帯電量との相関を表すグラ
フを図１５に示す。
　図１５において、グラフの横軸はパッチ濃度Ｄを表し、縦軸はトナー粒子帯電量[μC／
ｇ]を表す。図示されるように、トナー粒子帯電量はパッチ濃度Ｄとほぼ直線関係にあり
、パッチ濃度Ｄが高くなるにつれてトナー粒子帯電量が減少している。
【００５８】
　パッチ静電像を固定した場合、パッチ濃度はトナー粒子帯電量に大きく依存することか
ら、図１５のグラフに示される相関を用いてパッチ濃度からトナー粒子帯電量を求めるこ
とができる。ＣＰＵ２は、求められたトナー粒子帯電量を実測トナー粒子帯電量として（
Ｓ１３０６）帯電量キャリブレーションを終了する。
　この後は、この値を前回値として次のタイミングのトナー粒子帯電量を予測計算するこ
とで、帯電量の予測精度を向上させることができる。
【００５９】
　以上のように、本発明によれば、トナー粒子帯電量の変動を抑えて一定に保つことで、
トナー粒子帯電量により転写性を受ける場合においても安定した画像形成を行うことがで
きる。特に、複数色のトナーが重なる２次色／３次色において、安定で高品位な画像出力
を達成することができる。
　なお、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、様々な形態で実施できる
。
　例えば、上述した実施形態では、画像濃度センサ１８は、中間転写ベルトに形成された
パッチ画像の濃度を検出している。しかし、パッチ画像は中間転写ベルト上のトナー像に
限られるものではなく、例えばトナー像を用紙等に定着した後の画像の濃度を検出する構
成としてもよい。
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